
第２部（※任意項目）

〇科学研究費助成事業（科研費）について
１．科研費事業の概要
２．科研費制度改善の進捗等について
３．科研費制度における関係者の役割・研究者の責務

〇令和５（2023）年度公募について
１．令和５（2023）年度科研費公募における主な変更点等
２．科研費審査システム改革等について
３．その他連絡事項

〇令和５（2023）年度科研費への応募について

〇科研費電子申請システムの操作方法について

※以下、スライドは文部科学省｢科研費の最近の動向及び令和５(2023)年度公募等の説明資料｣より抜粋
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〇科学研究費助成事業（科研費）について
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１．科研費事業の概要
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科学研究費助成事業（科研費）とは
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間接経費の管理等について
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競争的資金における間接経費について（１）
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競争的資金における間接経費について（２）

２．間接経費の使用等について

本学における間接経費の管理については、「常磐大学・常磐短期大学科学研究費補助金事務取扱要領」（以下
「要領」）第１１条において、「本学が交付機関の使用ルールにより研究者から譲渡された間接経費の管理は、本
学が行う」と定められています。

Ａ．申請、報告書等必要な諸手続きの際の消耗品等

Ｂ．各種研究助成に関する書類の郵送料

Ｃ．不正防止のために実施が求められている事務遂行に必要な消耗品等

Ｄ．科学研究費に関連する説明会等への出張費および学内説明会の開催に必要な経費

Ｅ．申請および採択件数を増加させるための勉強会等の開催に必要な経費

Ｆ．科学研究費事務担当非常勤職員人件費

Ｇ．その他本学の研究環境整備のための経費

１．間接経費の管理について

（１）間接経費の使用

間接経費については、要領第３条６項において「科学研究費による研究を行う際に、研究代表者が所属する

研究機関が研究機関の管理等に必要な経費として、研究環境の改善や研究機関全体の機能向上に活用する

など、科学研究費補助金最高管理責任者の責任の下、使用に関して方針を作成し、執行する経費」と定められ
ています。

（２）間接経費の主な使途
間接経費は、主として下記Ａ．～Ｇ．のような目的に使用しています。
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２．科研費制度改善の進捗等について
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３．科研費制度における関係者の役割
・研究者の責務
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科研費における三者の関係と役割
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参考資料
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〇令和５（2023）年度公募について
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説明資料について

• 本説明資料では、科研費制度の最近の動向として、科研費改革に関連する改

善点やその背景等とともに、近年の公募内容変更事項や「令和5年度科研費

公募における主な変更点」等の説明を行い、制度への理解を深めてもらうこ

とを目的としております。

• 本説明資料は重要な内容を抜粋して掲載したものです。詳細は必ず公募要領

等をご確認ください。

• 本説明資料をご覧いただきご不明な点等がありましたら、ＦＡＱをご参照い

ただくとともに電話にて各担当（本学の場合は学事センター研究教育支援

係）までお問い合わせください。

Ｒ5公募

• 令和５年度公募で新たに変更した内容については、右上に ＮＥＷ！マークを

付けております。
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１．令和５（2023）年度科研費公募における
主な変更点等
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科学研究費助成事業の公募、内定時期の早期化等について
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２．科研費審査システム改革等について
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更新済
「科研費審査システム改革2018」の概要

(平成29年９月公募)従来の審査システム

※詳しくは、文科省HPをご確認ください。（https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/1380674.htm）
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審査区分について
「科学研究費助成事業の審査システム改革について」（平成２ ９年科学技術・学術審議会学術分科会）（抄）

※報告書全体は、https://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/ icsFiles/afieldfile/2017/01/19/1367698_01.pdf を参照

３ 審査システム改革の内容等
（１）改革の内容
現行の「分科細目表」は、本来科研費の審査区分を示すものであり、学問分野の体系化を趣旨としたものではなく、
また、大学の学科・専攻や学会の分野などに基づいているものでもない。この点を明瞭にするために、現行の「分科細
目表」を廃止し、新たに「審査区分表」を作成することとした。

「審査区分表」は、応募者が審査を希望する関連分野を柔軟に選択できるよう、研究種目に応じた審査区分（「小区
分・中区分・大区分」）を設定し、また、審査区分と一体的に運用している審査方式についても研究種目の特性に応じ
た新しい方式を採用することとした。以下、これら審査区分および審査方式の見直しや関連措置を含め、平成30 年度
助成以降の新審査システムへの移行に係る取組全体を「科研費審査システム改革２０１８」と呼び、その内容を示す。

なお、「審査区分表」は、学術研究の動向を把握して、５年程度での定期的な見直しを念頭に置きつつ、軽微な内容
については柔軟に対応を進めていくこととする。

① 「基盤研究（Ｂ・Ｃ）」等の審査区分（小区分）及び審査方式について
◼「基盤研究（Ｂ・Ｃ）」、「若手研究」のように現行の審査システムにおいて、１細目当たりの応募件数が多い研究種目
については、学術研究の多様性に配慮し、これまでに醸成されてきた多様な学術研究に対応する審査区分として306

の小区分を設定する。その際、小区分が固定化されたものではなく、学術研究の新たな展開や多様な広がりにも柔軟
に対応できるよう、それぞれの小区分は、「○○関連」とし、応募者の選択の自由を確保する。

◼小区分には、応募者が小区分の内容を理解する助けとなるよう、「内容の例」を付す。各小区分の「内容の例」は、
概ね10個程度とするが、本来的には各小区分の内容は今回の「内容の例」として列記されたものに限定されるもので
はなく、そのことを示すため、「内容の例」として列記された事項の後に「など」を加える。

◼小区分では「２段階書面審査」により採否を決定する。「２段階書面審査」においては、電子システムを利用して、書
面審査を２段階にわたって行う。１段階目においては、審査委員全員が全ての応募研究課題を審査する。この１段階
目の審査結果に基づき採否のボーダーライン付近となった研究課題のみを対象として、同一の審査委員が２段階目

の審査を行い、改めて評点を付す。その際、当該小区分の全ての審査委員の１段階目の審査意見等を参考とする。 36
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審査区分についてのポイント

「審査区分」の設定内容を全面的に見直し
 従来の「分科・細目表」を廃止。全体的に「大括り化」した「審査区分表

（大・中・小区分による構成）」を新設。

 「審査区分」は、

→学問分野の体系化を趣旨としたもの、

→大学の学科・専攻や学会の分野などに基づいているもの、

のいずれでもない。

 審査区分は固定化されたものでなく、学術研究の新たな展開や多様な広がりに

も柔軟に対応できるよう、小区分は「○○関連」、中区分は「○○および関連

分野」、大区分は分野名を付さずに記号（A～K）で表記し、応募者の選択の自

由を確保。

 「キーワード」は、「内容の例」に変更。10個程度を限定列記。

研究種目により適用する「審査区分」が異なる

 研究者は、「自らが応募する研究種目」に対応する「審査区分」を選択。

 審査委員の選考は、各「審査区分」への対応ができることを考慮。

 審査委員に対し、「審査委員から見て審査区分の選択が不適切と思われる場合で

あっても、それだけを理由に評価を下げない」よう要請。

※詳しくは、文科省HPをご確認ください。
（https://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/ icsFiles/afieldfile/2017/01/19/1367698_01.pdf）
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審査区分表の例

※審査区分表（小区分一覧）の例
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審査方式の見直し（新旧比較）①
【旧方式】「2段審査」方式（分科細目表）

書面審査（細目ごと） 合議審査（○○小委員会）

書面審査を行う審査委員と合議審査を行う審査委員とが別々に設けられていた。

「書面審査を行った審査委員」が、他の審査委員の審査意見等を参照し、自身の
審査内容を再検討できる審査方式ではなかった。

また、合議審査において、書面審査の評点に基づく合議となるため、
実質的な議論にはなりにくかった。

～H29旧方式

１課題当たり、４名又は６名の審査委員が

書面審査を電子システム上で個別に実施。

３～５名程度の審査委員が書面審査結果に基づき、

分科ごと（人社系は細目ごと）のグループで

合議審査を実施し採否を決定。＜○○小委員会＞
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審査方式の見直し（新旧比較）②
①総合審査（中区分、大区分）

書面審査（中区分、大区分ごと） 合議審査（中区分、大区分ごと）

平成30年度公募からの「総合審査」方式は、書面審査と合議審査を同一の審査委員が実施

「書面審査を行った審査委員」が、他の審査委員の審査意見等を参照し、自身の
審査内容を再検討できる審査方式へと変更。

また、合議審査において、書面審査の点数にこだわらず検討し、全審査委員が
研究計画調書に基づき、対等な立場で議論することを求めている。

新方式（総合審査）

１課題当たり、より幅広い分野にわたって配置

された複数名の審査委員が電子システム上で

書面審査（相対評価）を実施。

書面審査の集計結果をもとに、書面審査と同一の

審査委員が合議によって多角的な審査を実施し、

採否を決定。
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審査方式の見直し（新旧比較）③

②2段階書面審査方式（小区分）

１段階目の書面審査（小区分ごと）

「書面審査を行った審査委員」が、他の審査委員の審査意見等を参照し、自身の
審査内容を再検討できる審査方式へと変更。

書面審査の点数にこだわらず検討し、全審査委員が研究計画調書に基づき、対等な立場で議論
ができる「総合審査方式」は理想的な審査方式である。
一方、全ての研究種目において「総合審査方式」を導入することは、審査委員負担の増大、ス
ケジュールの長期化、審査運営上のコスト増大など、様々な問題点から困難。
そこで、「総合審査方式」同様、他の審査委員の意見を参照できる「２段階書面審査方式」も
導入。

２段階目の書面審査（小区分ごと）

新方式（2段階書面審査）

１課題当たり、「小区分」ごとに配置された複

数名の審査委員が電子システム上で書面審査を

（相対評価）を実施。

１段階目の書面審査の集計結果をもとに、他の委員の

審査意見も参考に電子システム上で ２段階目の評点

を付し、採否を決定（審査委員は1段階目と同一）。
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総合審査：「基盤研究（S・A）」

審査方法

審査委員全員が全ての研究課題について、書面審査を行った上で、同一の審査
委員が合議審査の場で各応募研究課題について幅広い視点から議論を行う。
なお、「基盤研究（S）」では専門分野が近い研究者が作成する審査意見書を書
面審査及び合議審査で活用するとともにヒアリング審査を行う。

審査委員数

６～８名

評点分布等

【書面審査】
４段階の相対評価：S（10%）、A（10%）、B（10%）、C（70%）

【合議審査】

応募研究課題について、１課題ごとにお互いの意見に対する率直な議論を納得
がいくまで重ねて採否を決定。

審査結果の開示

・採択となった課題について「審査結果の所見」を開示、審査結果の所見の概要を
一般に公開

・不採択となった課題についておおよその順位と「審査結果の所見」を開示

 書面審査の点数にこだわらず検討

 専門分野の審査委員の判断に任せず、全審査委員が対等
な立場で議論

 専門知に頼らず、研究計画調書に基づき議論

 研究計画調書の長所と短所をコメント
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２段階書面審査：「基盤研究（B・C）」「若手研究」

審査方法

審査委員が各研究課題について、合議審査を行わず、同一の審査委員が２段階
にわたり書面審査を行う。

審査委員数

基盤研究（B）：６名
基盤研究（C）、若手研究：４名

評点分布

【１段階目の書面審査】
４段階の相対評価：４（10%）、３（20%）、２（40%）、１（30%）

（各評定要素は４段階の絶対評価）

【２段階目の書面審査】（採否のボーダーゾーンの課題を対象）
４段階の相対評価：A（採択予定件数の1/3）、B（同左）、C（同左）、D（残り）
※２段階目の対象について、一部の審査委員が極端に低い評点を付した研究課題についても考慮

審査結果の開示

 研究計画調書の長所と短所をコメント

 1段階目において他の委員が書いたコメントを参照

不採択となった課題についておおよその順位、各評定要素の素点（平均点）、
「定型所見」を開示
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【科学技術・学術審議会学術分科会科学研究費補助金審査部会等における議論の概要】

（問題意識等）
〇 「研究業績」欄に必ずしも研究課題とは関係のない業績を不必要に連ねたりする可能性など、

審議過程において応募、審査の本来の在り方を歪めかねない実態があるのではないか。

〇 「研究業績」欄が、応募者にとって「できるだけ多くの業績でスペースを埋めなければ審査にお

いて不利になるのではないか。」といった誤った認識を与えている可能性があるのではないか。

○ 研究代表者及び研究分担者の分担内容に応じた研究遂行能力を評価するために研究業績等

の確認は必要だが、研究業績等の「書かせ方」については一考の余地がある。

○ 科研費の審査に関し、あたかも業績偏重主義であるかのような認識を応募者その他に与える

可能性については、できるだけ是正を試みるべきであり、そのための工夫を考慮する必要がある。

○ 「研究業績」欄を引き続き活用する場合にあっては、応募者が研究遂行能力の評価に必要な

情報を適切に記載できるような配慮が必要。（単に「欄を埋める」ことが重要であるかのような

印象を払拭する必要がある。）

○ 研究業績等による研究遂行能力の評価について、応募者、審査担当者の双方に正しい認識を

研究計画調書の変更（研究業績欄）について①

醸成するよう努めることが必要。

H31公募

から変更
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研究計画調書に記載する研究業績については、当該研究計画に対する研究遂行能力を有しているか確認

するためのものであることを明確化するため、審議会等による議論を経て、平成31（2019）年度公募よ

り、基盤研究等における研究計画調書の「研究代表者および研究分担者の研究業績」欄を「応募者の研

究遂行能力及び研究環境」欄に変更

研究計画調書の変更（研究業績欄）について②研究計画調書の変更（研究業績欄）について②
H31公募

から変更

「基盤研究（A）の研究計画調書「２ 応募者の研究遂行能力及び研究環境」より抜粋」

研究計画調書に留意事項を表示し、研究業績を書くことができ

ることを明確にし、論文を引用する場合の記載方法の例を記載。
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審査におけるresearchmap等の参照について①

競争的資金における使用ルール等の統一について（抜粋）
（平成２７年３月３１日 令和３年３月５日改正 競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ）

８ 電子申請等の促進

（３）国立研究開発法人科学技術振興機構が運営するresearchmap と府省共通研究開発管理システ

ム等の連携を促進するため、研究代表者及び研究分担者の研究業績の提出を求める事業におい

ては、各資金制度の応募要領等にresearchmap への登録及び入力を推奨する文章を掲載し、研究

者等に利用を促すとともに、研究業績として、（中略）researchmap の登録情報の活用を促すこと。

なお、researchmap の更なる活用の方途について、今後も検討を進める。

令和５（2023）年度科学研究費助成事業科研費 公募要領（抜粋）

５ 研究者情報のresearchmapへの登録について

researchmapは日本の研究者総覧として国内最大級の研究者情報データベースであり、登録した業績情
報は、インターネットにより公開が可能であるほか、e-Radや多くの大学の教員データベース等とも連携し
ており、政府全体でも更に活用していくこととされています。

また、科研費の審査において、researchmap及び科学研究費助成事業データベース（KAKEN）の掲載情
報を必要に応じて参照する取扱いとしますので、researchmapへの研究者情報の登録をお願いします。な
お、審査においてresearchmapの掲載情報を参照するに当たっては、researchmapに登録されている「研
究者番号」により検索を行いますので、researchmapへ研究者情報を登録する際には、必ず「研究者番号
」を登録してください。

H31公募

から変更
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審査におけるresearchmap等の参照について②

＜researchmapの具体的な取扱い＞

 科研費の審査において、研究遂行能力を有しているかについては

研究計画調書で判断します。

 審査の際に審査委員が必要に応じて参照することができますが、

従前よりも審査の際に審査委員がresearchmapを参照しやすく

なることから、必要な情報を積極的に登録・更新してください。

 researchmapは参考情報として参照するため、researchmapの更新
・登録自体が直接的に採否に影響することはありません。

 なお、 researchmapの情報は必ずしも審査に必要な情報のみで

はないため、審査に必要のない情報までは活用しないよう審査委

員に周知しています。

H31公募

から変更
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採択された研究課題に関する情報について

○科研費では、採択された研究課題に関する情報（研究課題名・研究者氏名・所属機関・交
付予定額等）については、「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」（平成
13年法律第140号）第5条第1号イに定める「公にすることが予定されている情報」である
ものとします。
これらの情報については、報道発表資料及び国立情報学研究所の科学研究費助成事業デー

タベース（KAKEN:https://kaken.nii.ac.jp）等により公開します。

科研費に応募される研究者は、上記を踏まえた上で応募してください。

※KAKENの画面イメージ図
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３．その他連絡事項
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研究者の多様なキャリアを応援するサイト「CHEERS!」オープン

学術の振興のためには、多様な人材が自らの能力を発揮し、活躍できる環境づくりが重要であることから、日本学術振興会では
、令和２(2020)年３月に「独立行政法人日本学術振興会の事業に係る男女共同参画推進基本指針」を策定し、学術分野
における男女共同参画を推進しております。
その一環として、研究とライフイベントの両立など、全ての研究者の多様なキャリアを応援することを目的としたウェブサイト「
CHEERS!」（チアーズ）（https://cheers.jsps.go.jp/）をオープンしました。今後、「CHEERS!」を通じて、研究と育児の
両立等に役立つ情報の発信を行うとともに、研究者相互のネットワークづくりのための取組等を積極的に進めて参りますので、是非
御活用ください。
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大学等の支援制度の紹介＊

JSPSの支援制度の概要

データで見る

研究分野の男女共同参画

JSPS男女共同参画推進

アドバイザーからの情報発信＊

オンライン交流機能＊

研究者の声

（経験談など）

JSPS海外センターからの

現地レポート

理解促進・啓発 支援へのアクセシビリティ向上 研究者相互のコミュニケーションの活性化

研究者交流会等の情報＊

シンポジウム等の情報＊

１．コンセプト

『研究者のワークライフバランスを応援！研究者のためのコミュニティサイト』

（https://cheers.jsps.go.jp/）

• 学術分野の男女共同参画を推進するための取組のひとつとして、情報発信の強化のために作成。

• 研究と育児の両立等に活用できるJSPSの支援制度に関する情報や、研究者及び大学のグッド

プラクティス等を発信するとともに、今後、研究者相互のネットワーキングに資する機能などを

盛り込むことを検討中。

２．コンテンツイメージ

研究とライフイベントの両立を支援する

目的

内容

＊は今後掲載予定または検討中の内容となります

JSPS男女共同参画推進ウェブサイト「CHEERS！」について
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＜留意事項＞
・令和5年度の審査委員の所属・職・氏名は、令和7年度の審査終了後に、本会ホーム
ページ上において、「令和5年度審査委員名簿」として公表する予定ですので、その旨
ご留意の上、審査資料の配布に当たっても守秘の徹底にご協力ください。
・日本学術振興会の各担当の連絡先及び返信期日等の詳細は、今後発出される依頼文書を
ご確認ください。

科研費審査の依頼について（所属機関事務局）

（令和5年度基盤研究（B・C）、若手研究の審査依頼の例）

①令和4年１１月初旬 審査資料送付（２段階書面審査分）

審査に当たって、審査関係資料は審査委員の所属機関事務局を経由して送付いたしますの
で、速やかに該当審査委員に直接手渡しの上、期日までに日本学術振興会までご連絡くだ
さい。

②令和4年１２月中旬 １段階目の書面審査（２段階書面審査分）〆切

審査資料は２段階目の書面審査にて使用されますので、１段階目の書面審査が終了した
時点では、処分しないでください。

③令和5年１月下旬 ２段階目の書面審査〆切（２段階書面審査分）

２段階書面審査の審査関係資料については、所属機関事務局において期限を定め、審査委
員から回収し、必ず裁断等により再生不可能な状態にして処分してください。処分が完了
したら、期日までに日本学術振興会にご連絡ください。

※ 基盤研究（A）（総合審査分）は、上記より1ヶ月程度早いスケジュールを予定しております。
※ 基盤研究（A）の②書面審査の〆切は11月中旬です。審査資料は審査委員ご本人が日本学術振興会に直接返送する

予定であるため、誤って所属機関事務局で処分しないようご注意ください。
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独立行政法人日本学術振興会において、科研費関連業務について研究者等の意見・要望を取り
入れた改善を進めるため 、科研費ホームページ上に「科研費に関するご意見・ご要望受付窓口」
を設置しています。窓口にいただいた意見を踏まえ、今後も制度改善につなげていく予定です。

【入力フォームイメージ】

（参考）科研費を含む競争的資金全般に関する意見・要望につい
ては、内閣府において受付窓口を開設しています。

内閣府URL：https://form.cao.go.jp/cstp/opinion-0098.html

日本学術振興会科研費ホームページ：

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html
（日本学術振興会科研費ホームページに設置した受付窓口の
バナーから、専用フォームにリンク）

科研費に関するご意見・ご要望受付窓口

意見
区分 内容

１ 科研費制度について

２ 公募について（公募要領、研
究計画調書の様式等）

３ 審査・評価について

４ 科研費の使用、各種手続き
について

５ その他

科研費に関するご意見・ご要望受付窓口

意見提出窓口は日本学術振興会ＨＰのトップページに設置
しています。

74

https://form.cao.go.jp/cstp/opinion-0098.html
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html


75



〇令和５（2023）年度科研費への応募について
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令和５（2023）年度 科研費への応募について（１）

77

１．応募予定調査について

令和５（2023）年度科研費への応募を予定されている方は、Google Classroom「科学研究費助成事

業 制度等説明会」クラスに参加して、授業（2023年度 科研費への応募について）の内容を確認の

うえ、『科研費応募予定調査フォーム』より回答を送信してください。

【URL】 https://forms.gle/QQmf7XDQPw73w6cv5

提出期限は２０２２年８月２４日（水）です。



令和５（2023）年度 科研費への応募について（２）

78

２．応募書類の送信（提出）方法

『科研費応募予定調査フォーム』の回答を送信した方は、次の要領で関係書類を送信（提出）してく
ださい。

１）送信（提出）方法

「科研費電子申請システム」において、次の２）の応募書類を作成後、「確認完了・送信」ボタンを
押してください。なお、「確認完了・送信」ボタンを押しても日本学術振興会に直接応募書類が送
信されることはありません。（※学事センターにおいて、必要に応じて応募書類の内容を確認のう
え、学内決裁を経たのちに日本学術振興会に送信します。）

なお、応募書類送信（提出）後の修正、校了等の手続きにつきましては、学事センターにおいて、
必要に応じて応募書類の内容を確認する際にご案内いたします。

２）送信（提出）書類

【 研 究 】

・・・ 研究計画調書 （電子申請システム入力後に出力して応募情報＋応募内容ファイル）

【 研究成果公開促進費 】

・・・ 計画調書、その他 （各応募種目で必要な応募カードや見積書など）



令和５（2023）年度 科研費への応募について（３）
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２．応募書類の送信（提出）方法

３）送信（提出）期限 ※令和５（2023）年度の応募にあたっては３つの送信（提出）期限を設けます。

①特別推進研究、基盤研究（Ｓ）、基盤研究（Ａ）への応募を予定している場合

２０２２年８月２４日（水）１５：００まで

②学事センターによる応募書類の内容の確認を希望する場合

２０２２年９月７日（水）１５：００まで

③学事センターによる応募書類の内容の確認を希望しない場合

２０２２年９月２１日（水）１５：００まで

学事センターにおいて、誤字脱字、入力箇所の相違、入力箇所間の整合性、その他形式上の不備がないか等について確認
を行い、応募者による再確認および修正等を経て、提出する方法。（研究の妥当性、適切性等、内容にかかわる事項を確認
するものではありません。）

形式の相違等により提出が不可能な場合を除き、ご提出いただいた応募書類をそのまま提出する方法。

４）留意事項

応募書類の作成および送信（提出）は、科研費電子申請システムで行います。詳細は日本学術振

興会ホームページ（https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html）を参照してください。

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html


〇科研費電子申請システムの操作方法について
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１．提出する応募書類について

２．応募書類の提出方法等について

３．操作手引き等の入手方法について

４．研究機関が行う手続きについて（※省略）

５．研究代表者が行う手続きについて

６．研究分担者が行う手続きについて

※本資料における科研費電子申請システムの画面は開発中のものです。
実際の画面とは異なる場合があります。
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○応募書類の構成について

科研費の応募書類（研究計画調書）は、「Web入力項目」と「添付フ
ァイル項目」の２つで構成されます。

・Web入力項目
研究課題名や応募額、研究組織などの研究課題に係る基本データを、研究代表者が
科研費電子申請システムにより、Web上で入力する部分

・添付ファイル項目
「研究目的、研究方法」などの研究計画の内容を、Wordファイル
に入力する部分

※必ず今年度の様式を使用してください。

科研費電子申請システムにおいてWeb入力項目を入力するととも
に、 Word形式又はPDF形式の添付ファイル項目をアップロードして
処理を進めると、研究計画調書（PDFファイル）が作成されます。

１．提出する応募書類について
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研究代表者が行う手続 研究機関が行う手続

①応募書類を作成
（研究機関から付与されたe-Radの
ID・パスワードにより、科研費電子申請システ
ムにアクセスし作成）

【必要に応じて行う手続】
②研究組織に研究分担者を加える場合の手続

③所属する研究機関に応募書類を提出（送信）
（当該研究機関が設定する提出（送信）期限ま
でに提出（送信））

【必要に応じて行う手続】
① e-Rad 運 用 担 当 か ら e-Rad の 研 究 機 関 用 の
ID・パスワードを取得

（既に取得済みの場合を除く。）
※ID・パスワードの発行に２週間程度必要。
②e-Radへの研究者情報の登録等
③研究代表者にID・パスワードを発行
（既に発行済みの場合を除く。）

【必要に応じて行う手続】
④所属する研究者が、研究分担者となることを承諾

⑤「研究活動における不正行為への対応等に関
するガイドライン」に基づく「取組状況に係
るチェックリスト」の提出

⑥「研究機関における公的研究費の管理・監査
のガイドライン」に基づく「体制整備等自己
評価チェックリスト」の提出

⑦応募書類の提出（送信）

２．応募書類の提出方法等について（１）

各手続きの期限については、応募する種目の公募要領を必ず確認してください。

事務局
（学事セ
ンター）
より提出

応募書類の提出（送信）※

・８月２４日（水）まで
・９月 ７日（水）まで
・９月２１日（水）まで
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学振への提出（送信）※

・９月 ５日（月）まで
・１０月５日（水）まで※詳細はP.79参照

※詳細は
P.32参照



○応募までの流れ（応募者）

1. 様式を日本学術振興会のホームページからダウンロードし、添
付 ファイル項目を作成

2. 科研費電子申請システムにログインしてＷｅｂ入力項目を入力す
るとともに、 Word形式又はPDF形式の添付ファイル項目をアップ
ロードして応募書類（研究計画調書）を作成

3. 【必要に応じて】科研費電子システムを通じ、研究分担者となるこ

との承諾を取得

4. 所属する研究機関が指定する期日（本学の場合は、８月２４日、

９月７日、９月２１日※）までに、科研費電子申請システム上で応

募書類（研究計画調書）を提出（送信）

２．応募書類の提出方法等について（２）
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研究計画調書の作成

Web入力

項目

２－①

日本学術振興会

研究分担者の所属研究機関

（所属研究機関担当者＋部局担当者）
研究分担者

必要に応じて応募状況の確認

却下

承認

応募者（研究代表者）の

所属研究機関担当者のみ

（応募者（研究代表者）の

部局担当者はできません。

添付ファイル項目のダウンロード

応 募 者 （ 研究代表者） の e-Rad用
I D・パスワードの発行依頼・ 取得

１

６
研究計画調書

研究計画調書の送信

承諾依頼

承諾依頼（自動）
（ 研究分担者が 承諾し た 場合）

承諾・
不承諾

２－②

承諾・
不承諾

添付ファイル

項目

３

４

５

○電子申請手続の概要
応募者 応募者（研究代表者）の所属研究機関

（研究代表者） （所属研究機関担当者＋部局担当者）

２．応募書類の提出方法等について（３）
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①日本学術振興会科学研究費助成事業ホームページの
〔電子申請のご案内〕をクリックします。

３．操作手引き等の入手方法について（１）

②〔科学研究費助成事業〕をクリックします。

応募者
機関担当者

共通
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③科研費電子申請システムのトップページが表示されます。
〔研究者の方向け情報〕又は〔所属研究機関担当者向け情報〕をクリック
します。

応募者
機関担当者

共通

３．操作手引き等の入手方法について（２）

科研費電子申請システムのご利用環境は、
こちらからご確認ください。
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研究者向け、所属研究機関担当者向けの操作手引等が、それぞれ掲載されています。

３．操作手引き等の入手方法について（３）

応募者
機関担当者

共通
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３．操作手引き等の入手方法について（４）

科研費電子申請システムの体験版では、研究代表者が新たに応募書類（研究計画
調書）を作成する手順や、一時保存した応募書類（研究計画調書）の作成を再開す
る手順を確認できます。

応募者
機関担当者

共通
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（１）ログイン方法
①科研費電子申請システムトップページの〔研究者ログイン〕をクリックします。

５．研究代表者が行う手続きについて（１）

②「応募者ログイン」画面が表示されます。
e-Radの「ID」、「パスワード」を入力し、〔ログイン〕をクリックします。

（注）大文字、小文字、全角、半角について、完全一致しない
とログインできません。

研究者用のe-RadのIDとパスワードは、研究機関の担当者
がe-Radで発行するものです。応募者がID・パスワードを紛
失した場合は、各研究機関において、確認・再発行を行って
ください。

応募者
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③「応募者向けメニュー」画面が表示されます。

５．研究代表者が行う手続きについて（２）

応募者
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（２）添付ファイル項目様式のダウンロード
①「応募者向け」メニュー画面から、応募したい研究種目名をクリックします。
ここでは、基盤研究（Ｃ）（一般）に応募する場合を例示します。

②応募する研究種目の添付ファイル項目様式を、リンク先の日本学術振興会
ホームページからダウンロードします。

５．研究代表者が行う手続きについて（３）
応募者
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（３）研究計画調書管理メニューの表示
①応募する研究種目の〔応募情報入力〕をクリックします。

②重複応募に関する注意書きが表示されます。内容を確認して〔ＯＫ〕をクリックします。

５．研究代表者が行う手続きについて（４）

応募者
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③研究計画調書管理メニューが表示されます。

５．研究代表者が行う手続きについて（５）

応募者

（４）へ

（５）へ
（６）へ

（７）へ
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（４）研究課題情報の入力
①研究課題名等を入力します。

５．研究代表者が行う手続きについて（６）

応募者

採択されなかった場合の審
査結果について、開示希望
の有無を選択してください。

最終保存日時から
の経過時間を表示。

科研費電子申請システム
は、長時間操作が行われ
ない場合、インターネット
からの接続を自動的に切
断します。
それまで入力していたデ
ータが消えてしまう可能性
がありますので、入力が長
時間にわたる場合は、〔一
時保存〕をクリックしてデー
タをこまめに保存してくだ
さい。
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５．研究代表者が行う手続きについて（７）

応募者（４）研究課題情報の入力（続き）
②研究組織の情報を入力し、研究分担者の承諾依頼を行います。

＜研究分担者となることを承諾した研究者が登録内容を修正する場合＞
「差し戻し」にチェックを入れ、〔一時保存〕を行うと、当該研究者が登録内容
を修正することが可能となります。

基金種目において、２年度目（2023年度）以
降に参画することを予定している研究分担
者がいる場合には、「2022年度研究経費」と
「エフォート」欄には「０」を入力してください。

＜研究分担者となることを依頼する場合＞
「依頼する」にチェックを入れ、〔一時保存〕を行うと、
当該研究者へ研究分担者となることを依頼できます。
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５．研究代表者が行う手続きについて（８）

応募者※注意

全ての研究分担者が「分担
者承諾」の表示にならないと、
〔一時保存をして次へ進む〕を
クリックしてもエラーとなり、次
へ進むことができません。

全ての研究分担者の「分担者承
諾」が完了していない場合は、
〔一時保存をして戻る〕をクリック
して「研究計画調書管理」メニュ
ーに戻り、ほかの入力項目の入
力を進めてください。

「分担者不承
諾」となってい
る研究分担者
は、研究組織
から削除して
ください。
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（５）研究経費とその必要性の入力
①研究経費とその必要性を入力します。

５．研究代表者が行う手続きについて（９）

応募者

36文字（72ﾊﾞｲﾄ）以内で入力

39文字（78ﾊﾞｲﾄ）以内で入力

数量、単価、金額を
入力し、〔再計算〕を
クリックすると、金額
が自動計算され、研
究経費や使用内訳
に反映されます。

「設備備品費」「消耗品費」を
計上する場合には、その必
要性を必ず入力してください。

所定の形式によりCSVファイルを
作成し、一括で取り込むことも可
能です。

直接経費の入力単位は千円単位
となっていますので、ご注意ください。 66文字（132ﾊﾞｲﾄ）以内で入力

各経費の明細は、一時保存時に
年度の昇順で自動的にソートされ
ます。
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（５）研究経費とその必要性の入力（続き）
②研究経費とその必要性を入力します。

５．研究代表者が行う手続きについて（１０）

応募者

「旅費」「人件費・謝金」「その他」
を計上する場合には、その必要
性を必ず入力してください。

事項を追加したい場
合は〔追加〕をクリック
してください。また、入
力後に削除したい場
合は〔削除〕をクリック
してください。

※入力していない費目は、
研究計画調書のPDFファ
イルでは「０円」と表示さ
れます。

金額を入力し、〔再計算〕をク
リックすると、金額が自動計
算され、研究経費や使用内
訳に反映されます。

36文字（72ﾊﾞｲ
ﾄ）以内で入力

直接経費の入力単位は千円単位
となっていますので、ご注意ください。

各経費の明細は、一時保存時に
年度の昇順で自動的にソートされ
ます。
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応募者
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（７）添付ファイル項目のアップロード
添付ファイル項目をアップロードします。

５．研究代表者が行う手続きについて（１２）

応募者

※アップロード可能な添付ファイル項目の容量は、研究種目によって異なります。
各研究種目の最大容量は、科学研究費助成事業ホームページの「研究計画調書作成・記入要領」をご参照ください。

※アップロードした添付ファイル項目を差し替える場合は、一旦削除して再度アップロードしてください。

あらかじめ作成した添付ファイル項目（Word
ファイル又はPDFファイル）を選択し、〔登録〕
をクリックしてください。

10
1



（８）研究計画調書PDFファイルの生成、提出（送信）
①全ての応募情報の入力と、添付ファイル項目のアップロードが完了したら、
〔次へ進む〕をクリックします。

５．研究代表者が行う手続きについて（１３）

応募者

〔次へ進む〕をクリックすると、研究
計画調書（PDFファイル）の生成が
開始されます。

・重複応募制限に抵触していると、
エラーメッセージが表示されます。
・全ての研究分担者の承諾及び
当該研究分担者の所属研究機関
の承諾が完了していないと、エラ
ーメッセージが表示されます。
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②生成された研究計画調書のPDFファイルを確認し、〔確認完了・提出〕をクリック
します。

５．研究代表者が行う手続きについて（１４）

応募者

必ず、研究計画調書の
PDFファイルを確認して
ください。

研究計画調書のPDFファイルを確認し、
問題がなければ、〔確認完了・提出〕を
クリックしてください。
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③研究計画調書を研究機関に提出（送信）します。

５．研究代表者が行う手続きについて（１５）

応募者

｢確認完了・提出｣処理を行うと、
研究代表者は修正ができなく
なります。修正する場合には、
機関担当者が〔却下〕して、研
究代表者が修正できる状態に
する必要があります。
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５．研究代表者が行う手続きについて（１５）

応募者

下のような画面が表示されれば、所属研究機関への提出（送信）手続きが完了です。

所属する研究機関の定める期限ま
でに、研究計画調書を提出（送信）
してください。

提出（送信）した
研究計画調書を
確認すること
が できます。
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５．研究代表者が行う手続きについて（１６）

応募者

確認用のPDFファイ
ルには、「提出確認
用」という透かしが
入ります。

添付ファイル項目の登録が済んでいれば、
応募情報の入力が未完了、あるいは分担
者承諾が未完了の状態でも、確認用の
PDFファイルを作成することが可能です。

※ただし、確認用のPDFファイルは研究機
関に提出（送信）することはできません。
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５．研究代表者が行う手続きについて（１７）

応募者

確認用のPDFファイルに
は、「分担者未承諾」や
「機関未承諾」といった分
担者承諾の状況が表示さ
れます。
研究分担者の所属研究
機関による承諾まで完了
すると、分担者承諾状況
の表示は消えます。
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①「応募者向けメニュー」の〔研究分担者の処理を行う〕をクリックします。

６．研究分担者が行う手続きについて（１）

応募者
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６．研究分担者が行う手続きについて（１）

応募者

109109



６．研究分担者が行う手続きについて（１）
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６．研究分担者が行う手続きについて（２）
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６．研究分担者が行う手続きについて（３）
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